
 

  

放射線安全規制研究戦略的推進事業の事後評価について 

 

  令和２年８月１９日 

原 子 力 規 制 庁 
 

１． 経緯 

放射線防護分野の安全研究として、平成29年度から「放射線安全規制研究戦略的

推進事業」を実施している。本事業は、「放射線安全規制研究推進事業」及び「放

射線防護研究ネットワーク形成推進事業」で構成されている。本事業では、「研究

推進委員会」及び「研究評価委員会」を設置し、それぞれ「課題の選定・推進」及

び「研究計画及び研究成果の評価」を担っている。 

研究推進委員会は、外部有識者及び原子力規制庁職員により構成される。研究推

進委員会委員の中から、プログラムオフィサー（以下、「PO」という。）を任命し、

担当する研究班への参加等を通じて進捗状況の確認、研究方針及び手法への助言等、

研究課題の進捗管理を行う。 

研究評価委員会は、研究推進委員会とは独立して外部有識者により構成される。

研究評価委員会は、毎年度実施する自己評価及び成果報告会における研究代表者

からの報告内容等を踏まえ、年次評価、中間評価及び事後評価を行う。 

今般、令和２年度第１回研究評価委員会（令和2年6月22日～26日。書面審議）に

おいて、令和元年度末に事業が終了した課題についての事後評価を行った。 
 

２． 事後評価の結果 

 研究評価委員会においては、①研究目標の達成度、②事業における研究成果・特

許、③放射線規制及び放射線防護分野への貢献度、④研究コスト及び費用対効果の

評価項目について、次表の注記載の評価基準（ABCD）により、各委員が個別に評価

を実施した上で、別紙のとおり、研究評価委員会としての総合評価を決定した。そ

の概要は次表のとおり。 

 課題名 研究期間 
研究代表者名 

（研究機関） 
総合 
評価 

１ 原子力事故時における近隣住民の確実な初期

内部被ばく線量の把握に向けた包括的個人内

部被ばくモニタリングの確立 

平成 29 年度～ 

令和元年度 

栗原 治 

（量子科学技術研究開発機構） 
B 

２ 事故等緊急時における内部被ばく線量迅速評

価法の開発に関する研究 

平成 29 年度～ 

令和元年度 

谷村 嘉彦 

（日本原子力研究開発機構） 
B 

３ 環境モニタリング線量計の現地校正に関する

研究 

平成 30 年度～ 

令和元年度 

黒澤 忠弘 

（産業技術総合研究所） 
B 

４ 放射線業務従事者に対する健康診断のあり方

に関する検討 

平成 30 年度～ 

令和元年度 

山本 尚幸 

（原子力安全研究協会） 
B 

５ 染色体線量評価手法の標準化に向けた画像解

析技術に関する調査研究 

平成 30 年度～ 

令和元年度 

數藤 由美子 

（量子科学技術研究開発機構） 
A 

６ 円滑な規制運用のための水晶体の放射線防護

に係るガイドラインの作成 
令和元年度 

横山 須美 

（藤田医科大学） 
B 

＊評価基準： A: 非常に有用な成果が得られた、B: 有用な成果が得られた、 

C: 限定的ではあるが、有用な成果が得られた、D: 有用な成果が得られなかった 
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３． 今後の対応 

研究推進委員会は今後、以下の対応を行う。 

◯終了課題については、事後評価結果を踏まえ、成果の適切な規制行政への反映を

推進する。 

◯「染色体線量評価手法の標準化に向けた画像解析技術に関する調査研究」に対す

る評価コメント（「民間検査施設への普及や今回対象とした範囲（2Gy以上）よ

り低い線量の評価等、適用拡大に向けた今後の展開に期待する。」）を、令和２

年度に新規採択した課題「染色体線量評価のためのAI自動画像判定アルゴリズ

ム（基本モデル）の開発」に反映して成果につなげる。 

 

 

別紙及び参考資料 

・別紙      令和元年度終了課題 事後評価（研究評価委員会決定） 

・参考資料１   令和元年度終了課題 事後評価（各委員による評価） 

・参考資料２   研究推進委員会 構成員 

・参考資料３   研究評価委員会 構成員 

・参考資料４   令和２年度実施課題 一覧 

・参考資料５   採択課題の評価について（令和元年6月26日 研究評価委員会） 

・参考資料６   採択課題の概要について（令和元年度に終了するもの） 

・参考資料７   令和元年度終了課題 研究成果概要
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別紙 

令和元年度終了課題 事後評価（研究評価委員会決定） 

 

 課題名 期間 
研究代表者 

（所属） 

PO 

（所属） 
研究費（千円） 

総合 

評価 
研究評価委員会 総合コメント 

１ 

原子力事故時における近隣

住民の確実な初期内部被ば

く線量の把握に向けた包括

的個人内部被ばくモニタリ

ングの確立 

平成 29年度
～ 

令和元年度 

栗原 治 
（量子科学技術 

研究開発機構） 

石川 徹夫 
（福島山県立医科大学） 

86,558 

１年目：31,500 

２年目：33,671 

3 年目：21,387   

B 

 研究論文の業績及び費用対効果が低いと

思われるが、技術的には当初目標である「各

世代に対応した簡易甲状腺モニターの開発」

を達成したと判断する。原子力事故後に実

際に適用するためには、乳幼児に対する注

意点など、より詳細かつ具体的な取扱マニュ

アルの改訂及びモニターの保守を含めた維

持管理体制の整備が必要である。 

２ 

事故等緊急時における内部

被ばく線量迅速評価法の開

発に関する研究 

平成 29年度
～ 

令和元年度 

谷村 嘉彦 
（日本原子力 

研究開発機構） 

石川 徹夫 
（福島山県立医科大学） 

34,596 
１年目： 8,956 

２年目：12,089 

3 年目：13,551   

B 

 原子力事故後の高線量率環境においても

適用可能な可搬型甲状腺モニター及び線量

評価法の開発という目標は達成したと判断

する。ただし、長時間じっとしていられない乳

幼児等への対応を含め、モニタリング対象者

の視点に立ったマニュアルの作成、集中配

備場所から避難所への可搬型モニターの輸

送など、運用上の課題の検討が望まれる。 

３ 
環境モニタリング線量計の

現地校正に関する研究 

平成 30年度
～ 

令和元年度 

黒澤 忠弘 
（産業技術 

総合研究所） 

古田 定昭 
（株式会社ペスコ） 

9,990 

１年目：6,716 

２年目：3,274 
B 

 高バックグラウンド環境下での線量計校正

に要する時間を大幅に短縮できたことは評

価できる。研究論文としての公表、技術移転

及び ISO や JIS 規格への取入れ、従来法と

の組合せを含めた一般的活用に向けた提言

など、今後の展開に期待したい。 
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４ 

放射線業務従事者に対する

健康診断のあり方に関する

検討 

平成 30年度
～ 

令和元年度 

山本 尚幸 
（原子力安全 

研究協会） 

中村 尚司 
（原子力規制庁） 

10,906 
１年目：3,895 

２年目：7,011 
B 

  

長年問題とされてきた放射線業務従事者

に対する健康診断の取扱いについて、多数

の関係機関に対するアンケート・ヒアリング

調査によって実態把握と課題整理を行ったこ

とは評価できる。この段階にとどまらず、問

題提起や規制当局への提言まで踏み込むこ

とが望まれる。 

 

５ 

染色体線量評価手法の標準

化に向けた画像解析技術に

関する調査研究 

平成 30年度
～ 

令和元年度 

數藤 由美子 
（量子科学技術 

研究開発機構） 

中村 吉秀 
（日本アイソトープ協会）  

26,935 
１年目：14,375 

２年目：12,560 
A 

 

AI の深層学習の手法を適用して染色体画

像の自動判別を行うという新しい試みであ

り、迅速な線量評価の可能性を示した成果

は高く評価できる。民間の検査施設への普

及や今回対象とした範囲（2Gy 以上）より低

い線量の評価等、適用拡大に向けた今後の

展開に期待する。 

 

６ 

円滑な規制運用のための水

晶体の放射線防護に係るガ

イドラインの作成 

令和元年度 
横山 須美 

（藤田医科大学） 
本間 俊充 
（原子力規制庁） 8,020 B 

 

水晶体線量のモニタリングについて、その位

置付けを明確化した上で具体的な例題を提

示するなど、理解しやすい分野横断型ガイド

ラインをまとめた意義は大きい。ただし、迅速

な対応が必要となることが予想される医療分

野については、現場での有効性の観点を加

えたブラッシュアップが望まれる。 

 

＊評価基準： A: 非常に有用な成果が得られた、B: 有用な成果が得られた、C: 限定的ではあるが有用な成果が得られた、 

D: 有用な成果が得られなかった 
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令和２年度第１回研究評価委員会
資料２－３（一部改変）

整理
番号

課題名 評価
者

研究
目標
の達
成度

研究
成果

放射線
規制及
び放射
線防護
分野へ
の貢献

度

研究
コスト
及び
費用
対効
果

各委
員に
よる
総合
評価

評価コメント

イ B B B C B
　技術的には当初の目標を達成している。また、実際の緊急時対応の流れの中に
本研究を位置付けている点も評価できる。今後は、研修等を通して、ハード、ソフト
共に改善を重ね、より使い勝手の良いシステムに仕上げていくよう希望する。

ロ B B B C B 　年次評価のコメントに応えている。当該分野にしては研究業績（論文）が少ない。

ハ B A A C A

　事故後の迅速な簡易甲状腺線量測定及びより詳細な甲状腺線量測定の両方に
関して、成果が得られた。前者に関しては、年齢別ファントムと可搬型遮蔽板の組
み合わせ、換算係数見直しなどによる精度向上が達成されている。また、後者に関
しては、ホールボディカウンターを用いた場合の線量評価の手法を再評価すると共
に、新規に年齢別甲状腺用ガンマ線スペクトロメーターの開発に成功し、コスト的に
も実用性を備えたものを開発している。

ニ B B B C B

　高線量率環境において迅速な測定のため、各世代に対応した新モニターを開発
し、マニュアルを作成する等、有用な成果が得られた。ただし、3年間ではあるが、
相対的に研究費総額が高く、もう少し節約を検討してもよかったのではないか。今
後、設置現場におけるモニターの保守を含めた維持管理体制を整備し、着実に実
用化していただきたい。

ホ B B B B B

　全体としてはしっかりと成果をあげている。一方、研究評価委員会からのコメント
に対しての対応として、装置の取扱説明書、簡易マニュアルが成果報告書に付され
ていたが、事故時の甲状腺モニタリング対象者側の視点に立った操作マニュアルと
はなっていないのが残念である。特に乳幼児に対して計測中どういうところに注意
が必要か、親御さんの立場で図も混じえてもっとわかりやすく見やすいものが必要
と考える。

イ B B B B A
　技術的な問題がよく検討されており、緊急時下での信頼性の高い迅速測定法とし
て有効な方法となりうる。訓練等を通じて、集中配備先から避難所等への輸送に要
する日数等を考慮したうえで、事故後１週間の検査数を向上させるようシステムとし
ての改善に努めて頂きたい。

ロ B B A B A 　若干論文は少ないが、特許公開は評価する。

ハ B B C B C

　栗原等の新規開発した小型甲状腺ガンマ線スペクトルメータより分解能の優れた
検出装置を開発した事は評価できる一方、概念設計の段階で座位での甲状腺測定
ジオメトリーを採用しなかったため、乳児・子供には使い勝手の悪い装置になってい
る。装置と遮蔽板を一体化して高バックグラウンドでの測定を可能としており、椅子
と組み合わせられる装置の支持器具を追加すれば、より使い勝手が改善するので
はないか？コスト的には、栗原等の装置と同レベル？

ニ B B B B B
　高線量率環境において可搬型甲状腺モニターを用いたモニタリングシステムの確
立のため、新モニター開発、マニュアル整備等において有用な成果が得られた。な
お、無理に乳児モニターの開発に着手するより、対象を成人の公衆及び作業者に
限定したほうがより有効な成果が得られたと思われる。

ホ B B B B B

　モニタリングシステムの構築は完成し、研究目標は達成している。しかしながら、
実用を考えると、うつぶせでの測定時間がやや長い（5分）こと、公衆を対象としたモ
ニタリング装置としてはうつぶせが困難な乳児などでの測定に課題が残る。また、
使用者側のマニュアルは作成されているものの、事故時の甲状腺モニタリング対象
者側（特に公衆）の視点に立った操作マニュアルとはなっていないのが残念である。

イ B C B B B
　高BG下での精度の高い校正を可能にするとともに校正に要する時間を大幅に短
縮できたことの意義は大きい。本来、設備や装置はメンテナンスも含めて設置を検
討すべきであるが、今回得られた知見が今後のモニタリングポスト等の設置方法や
設置環境の選択に役立てられることを期待する。

ロ B C B B B 　年次報告の際のコメント（対応策の検討）への対応が不十分である。

ハ B D A B B 　論文発表を予定しているのであれば、その前に実用新案特許などを考えても良い
のではないか？査読のある科学雑誌へ論文発表を行うべきである。

ニ B C B B B
　高線量率下でのモニタリングポストの現地校正において、校正時間短縮技術を開
発し、その校正時の不確かさを評価する等、有用な成果が得られた。福島事故によ
り多数設置されているモニタリングポストへの実際の応用、JISへの取入れ等実用
化に向けて着実に取り組んでいただきたい。

ホ B C B B B

　高バックグラウンド線量下での精度の良い現地校正手法の確立は達成している。
さらに、線量が低下した現在だけでなくより高線量下であった時期においても本法
が適応可能であることを示しており、今後の実用に向けての活用が期待される。こ
れにあたって、技術移転及びISO、JIS規格への取り組みのみならず、一般的な活
用に向けての提言を報告書には書いていただきたかった。どのような状況でどのよ
うに本手法を適用することが適切か、従来法との組み合わせ等サジェスチョンも盛
り込めたはず。

３
環境モニタリング線量計の
現地校正に関する研究

令和元年度終了課題 事後評価（各委員による評価）

１

原子力事故時における近隣
住民の確実な初期内部被
ばく線量の把握に向けた包
括的個人内部被ばくモニタ
リングの確立

２
事故等緊急時における内部
被ばく線量迅速評価法の開
発に関する研究
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整理
番号

課題名 評価
者

研究
目標
の達
成度

研究
成果

放射線
規制及
び放射
線防護
分野へ
の貢献

度

研究
コスト
及び
費用
対効
果

各委
員に
よる
総合
評価

評価コメント

イ B C A B B
　健康診断の取り扱いに関しては、法的な整備が不十分で、実施の判断が現場に
任されていることが健康診断省略の運用が適切に行われない原因のひとつと考え
られる。本研究で得られた成果を参考に、特殊健康診断の目的、診断の必要性の
判断基準と方法等の議論を行い法整備に役立てて頂きたい。

ロ B C B C B 　問題点・課題に対する踏み込んだ提言がなされていない。

ハ A D A A A 　予想されていた結論であるが、規制当局として関係機関との議論を進める上で有
用な資料が纏められた。

ニ C C C B C
　法令の解釈とアンケート及びヒアリングによる実態をまとめるだけではなく、現場
の実施者及び受診者が健康診断の有効性をどのように認識しているのか、実施に
あたり関係者間で十分検討し、もう少し踏み込んだ調査と問題提起が必要ではな
かったか。

ホ B D B B B

　健康診断における実態把握をもとに課題の整理が行われ、あり方について提言
が記載されており、研究目的は達成されている。一点、本事業における研究成果
（論文（投稿中のものを含む）、特許（申請中のものを含む）、学会発表等）の記述が
見当たらない。アンケート等の成果は貴重であるので、学会及び論文発表を検討し
ていただきたい。

イ A B B B B
　本研究は、染色体線量評価手法の標準化を目的とし、多くの成果を上げている
が、ここで採用したAI自動画像判定技術は、放射線防護に関連する画像処理技術
等への応用の可能性を高めるものであり、さまざまな課題へのAI活用を促すきっか
けとなることが期待できる。

ロ A B A A A 　特になし

ハ B C B B B

　PNA-FISH法による2動原体染色体あるいはフラグメントの画像をAI深層学習の手
法を使って自動判別する分析法によって、2Gy以上の被ばく線量患者を短時間に多
数スクリーニングできる事を確認し、AI深層学習の教師データを確立したことは高く
評価できる。一方、民間の検査施設を含めて当該手法をどのように普及させ運用す
るのか、特許関係を含めて明確でなく、その点に不満が残る。

ニ A B B B A
　AIを利用して迅速な測定が可能となったことは評価できる。当初の目標よりさらに
細かな判断を有効に実施できる可能性も示され、当初の目標を超える大きな成果
が得られた。

ホ A A B B A

　有用な成果が得られている。急性放射線症候群の前駆症状に対して医学的介入
が必要となる基準である2.0Gyの線量推定を目安にしているが、放射線防護上ある
いは臨床上2.0Gyで十分なのか、より下の線量までの線量推定が必要なのか、むし
ろ細かな線量判別が必要なのか、本法の適用の今後（目指す最終目的）について
説明があると良いのではないか。

イ B B B B B
　不均等被ばく管理における水晶体線量のモニタリングの位置付けを明確にし、モ
ニタリングの判断基準と方法を明確にしており現場での適用性は高い。ただ、解説
と例題の内容の関係が見えにくいので、解説にある「参照」にキーワードを付すなど
分かり易くして頂くとより利用しやすくなる。

ロ B C B B B 　医療従事者の特殊事情を勘案しても「ガイドライン」のレベルには達していない。

ハ B C A C B
　ガイドラインとしての専門性と具体性があり、実用的である。研究成果の論文等で
の発表こそ少ないが、ガイドラインとしての成果物で判断されるべきでマイナスにな
らない。医療スタッフ向けのガイドライン（添付2）は、発表会時点より大幅に改善し
た。

ニ B B A B A
　達成度は目標通りであったが、法令に新たな線量限度が設定された中で、分野横
断的なガイドラインをまとめたことは大きな成果である。特に、対応が必要とされる
医療分野におけるガイドラインはさらにブラッシュアップしていってほしい。

ホ C B A B B

　分野横断的なモニタリングガイドラインでは、眼の水晶体の線量に特化したガイド
ラインに加えて具体的な例題の提示等を示すなど有用な成果が得られている。医
療分野のガイドラインでは医療スタッフの被ばく線量低減に向けた全般的な安全利
用の基本が主に書かれている。水晶体の話はところどころ出てくる程度で主体では
ない。これまでにも医療スタッフの被ばく線量低減のための類似ガイドライン等は発
行されてきているが、これらとの差異が明確ではない（図の多用以外）。水晶体の防
護を謳った本研究課題の成果という観点からは大きな疑問が残る。

６
円滑な規制運用のための
水晶体の放射線防護に係
るガイドラインの作成

４
放射線業務従事者に対す
る健康診断のあり方に関す
る検討

５
染色体線量評価手法の標
準化に向けた画像解析技
術に関する調査研究
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参考資料２ 

研究推進委員会 構成員（令和2年2月27日時点） 

 

 

原子力規制委員会 

 伴  信彦   原子力規制委員会委員 

 

 

外部有識者（五十音順） 

〇石川 徹夫   公立大学法人福島県立医科大学医学部 教授 

〇髙橋 知之   国立大学法人京都大学複合原子力科学研究所 准教授 

〇中村 吉秀   公益社団法人日本アイソトープ協会医薬品部 

医薬品・試薬課 シニアアドバイザー 

〇古田 定昭   株式会社ペスコ 中部事務所長 

 

 

原子力規制庁職員 

 大熊 一寛   放射線防護企画課 課長 

長坂 雄一   監視情報課    課長 

宮本 久    安全規制管理官（放射線規制担当） 

田中 桜    放射線防護企画課 企画官 

 高山 研    放射線防護企画課 企画官 

小此木 裕二  監視情報課    企画官 

 大町 康    放射線防護企画課 課長補佐 

 小林 駿司   放射線防護企画課 係長 

〇本間 俊充   放射線防護企画課 放射線防護技術調整官 

〇中村 尚司   放射線規制部門  技術参与 

 

 

〇：プログラムオフィサー（PO） 
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参考資料３ 

 

研究評価委員会 構成員（令和2年6月22日時点）  

 

 

外部有識者（五十音順） 

 

占部 逸正   学校法人福山大学 名誉教授 

小田  啓二   国立大学法人神戸大学 理事・副学長 

鈴木 元    学校法人国際医療福祉大学クリニック 教授兼院長 

 二ツ川  章二  公益社団法人 日本アイソトープ協会 常務理事 

 吉田  浩子   国立大学法人東北大学大学院 薬学研究科 

ラジオアイソトープ研究教育センター 准教授 
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参考資料４ 

令和２年度実施課題 一覧 

 

課題名 実施期間 代表者名 PO 

内部被ばく線量評価コードの開発に関す

る研究 

平成 29 年度 

～令和 2年度 

高橋 史明 

（日本原子力研究開発機構） 

古田 定昭 

（株式会社ペスコ） 

放射線防護研究分野における課題解決型

ネットワークとアンブレラ型統合プラッ

トフォームの形成 

平成 29 年度 

～令和 3年度 

神田 玲子 

（量子科学技術研究開発機構） 

髙橋 知之 

（京都大学） 

健全な放射線防護実現のためのアイソト

ープ総合センターをベースとした放射線

教育と安全管理ネットワーク 

平成 29 年度 

～令和 3年度 

渡部 浩司 

（東北大学） 

髙橋 知之 

（京都大学） 

包括的被ばく医療の体制構築に関する調

査研究 

平成 30 年度 

～令和 2年度 

富永 隆子 

（量子科学技術研究開発機構） 

本間 俊充 

（原子力規制庁） 

原子力災害拠点病院のモデル BCP 及び外

部評価等に関する調査及び開発 

平成 30 年度 

～令和 2年度 

永田 高志 

（九州大学） 

石川 徹夫 

（福島山県立医科大学） 

発災直後の面的な放射線モニタリング体

制のための技術的研究 

平成 31 年度 

～令和 2年度 

谷垣 実 

（京都大学） 

古田 定昭 

（株式会社ペスコ） 

短寿命アルファ線放出核種等の合理的安

全規制のためのガイドライン等の作成 

平成 31 年度 

～令和 2年度 

吉村 崇 

（大阪大学） 

古田 定昭 

（株式会社ペスコ） 

加速器施設の廃止措置に関わる測定、評

価手法の確立 

平成 31 年度 

～令和 2年度 

松村 宏 

（高エネルギー加速器研究機構） 

中村 尚司 

（原子力規制庁） 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定

アルゴリズム（基本モデル）の開発※ 

令和 2年度 

～令和 3年度 

數藤 由美子 

（量子科学技術研究開発機構） 

石川 徹夫 

（福島山県立医科大学） 

福島原発事故の経験に基づく防護措置に

伴う社会弱者の健康影響と放射線リスク

の比較検討に関する研究※ 

令和 2年度 

～令和 3年度 

坪倉 正治 

（福島県立医科大学） 

本間 俊充 

（原子力規制庁） 

ICRP2007 年勧告等を踏まえた遮蔽安全評

価法の適切な見直しに関する研究※ 

令和 2年度 

～令和 3年度 

平尾 好弘 

（海上・港湾・航空技術研究所） 

中村 尚司 

（原子力規制庁） 

※令和２年度新規採択課題 
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参考資料５ 

採択課題の評価について 

令和元年６月２６日  

研 究 評 価 委 員 会 

（１）評価の概要 

放射線安全規制研究推進事業に採択された研究課題及び放射線防護研究ネットワーク形

成推進事業に採択されたネットワーク事業（以下「採択課題」という。）については、年

次評価、中間評価及び事後評価を受けるものとする。 

年次評価及び中間評価は、毎年度実施する自己評価及び成果報告会における研究代表者

からの報告内容を踏まえて、研究評価委員会が評価を行う。事後評価は、事業の終了後に

実績報告書を踏まえて、研究評価委員会が評価を行う。 

 

（２）評価の位置付け 

年次評価、中間評価及び事後評価の位置付けは以下のとおりとする。 

・ 年次評価：毎年度、採択課題について実施するもの。 

事業の進捗管理のために研究の実施状況について、自己評価を踏まえて評価

委員会が評価し、次年度以降の研究計画について提言する。 

・ 中間評価：研究期間が４年間以上の実施課題に対して、３年目に年次評価に替えて実施 

するもの。 

研究の実施状況及び成果について自己評価を踏まえて長期的な視点から評

価委員会が評価し、次年度以降の研究計画について提言する。 

・ 事後評価：調査・研究期間の終了後に実施するもの。 

委託事業として必要な成果が得られているか、実績報告書を踏まえて評価委

員会が評価する。 

 

（３）評価の手順 

 課題の研究代表者から事前に提出された評価票（自己評価）（別紙 1）及び成果報告会に

おける研究代表者の報告内容を踏まえ、研究評価委員会の定める評価基準（表 1及び表 2）

に基づき、各研究評価委員が評価を行い、評価票（委員による評価）（別紙 2～4）を作成す

る。 

研究評価委員会は各委員の評価票を踏まえて各事業の評価結果（総合評価及びコメント）

を取りまとめることとする。 

 
（４）評価の公開について 

・ 評価の透明性確保のため、評価基準については公開する。 

・ 研究評価委員会の議事概要及び資料等については原則、公開する。 

  

令和元年度第１回研究評価委員会 

資料１－２ 
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表１ 放射線安全規制研究戦略的推進事業評価基準 
（年次評価及び中間評価） 

 
評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の実施

が研究計画に沿って行われ

ているか 
 

1. 実施体制（人員の配分、参画機関の役

割分担、責任体制） 
2. 研究期間・方法 
3. 予算の執行 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

1. 評価時点までの目標達成度 
 
2. 評価時点までの研究成果（論文（投稿中

のものを含む）、特許（申請中のものを含

む）、学会発表等） 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

今年度の進捗や達成度を踏

まえて、次年度の研究計画

は適切か 

次年度以降の事業の研究計画の妥当性を以

下の点に関して評価する。 
1. 研究期間全体のロードマップについて 
2. 次年度の実施計画（目標、方法、実施

体制等） 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

過去３年の進捗を踏まえ

て、研究の目標が達成でき

る見込みか※ 

1. 研究期間内における目標の達成可能性 A: 達成可能 
B: 概ね達成可能 
C: 達成困難 
D: 達成不可能 

総合評価 上記の評価項目に関する評価結果を基に、

総合的に評価。 
A: 一層の推進を期待 
B: 現状通り実施 
C: 計画を修正して実施 
D: 中止すべき 

※中間評価時の視点（年次評価時は用いない） 
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表２ 放射線安全規制研究戦略的推進事業評価基準 
（事後評価） 

 
評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の実施が

研究計画に沿って行われてい

るか 

1. 研究目標の達成度 
 

A: 目標を上回った 
B: 目標通り 
C: 目標の一部は達成 
D: 目標の達成は不十分 

研究成果の活用性及び有用性 1. 本事業における研究成果（論文（投稿

中のものを含む）、特許（申請中のもの

を含む）、学会発表等） 
 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

2. 放射線規制及び放射線防護分野への貢

献度 
A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

研究成果の費用対効果 1. 研究コスト及び費用対効果 A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

総合評価 上記の評価項目に関する評価結果を基に、

総合的に評価。 
A: 非常に有用な成果が得

られた 
B: 有用な成果が得られた 
C: 限定的ではあるが、有

用な成果が得られた 
D: 有用な成果が得られな

かった 
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 

（自己評価） 
 

（◯◯年度） 研究代表者名           

研究課題名  
研究

年度 
〇〇～ 
〇〇年度 

 
 

Ⅰ 研究の実施状況及び目標の達成度等に関する研究者による自己評価 
1. 研究代表者による自己評価 

放射線安全規制研究戦略的推進事業評価基準を踏まえて記載すること。 

評価の視点 自己評価 コメント 

評価時点までの

研究の実施が研

究計画に沿って

行われているか 

１．計画を上回る 
２．概ね計画どおり 
３．計画を達成できない 
４．計画を達成できないが

代替手段によって今年

度の目標を達成した 

 

今年度の進捗や

達成度を踏まえ

て、次年度の研

究計画に変更が

必要か※1  

１．必要ない 
２．軽微な変更が必要※２ 
３．大幅な変更が必要※２ 
 

 

エフォート：  ％ 

※１：年次及び中間評価時の視点（事後評価時は用いない） 

※２：研究計画に変更が必要な場合は、変更点と変更が必要な理由についてコメント欄に記入すること 

 

2. 分担研究者による自己評価 
 （以下、上記と同様に適宜追加して記載）  

 

 

Ⅱ 評価時までの研究成果（成果発表、特許、データベース構築及びソフトウェア開発など） 

 

 

 

 

 

Ⅲ 研究費使用実績（今年度中見込みを含む） 

当該年度における予算の執行状況について記載すること。 

別紙１ 
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年度当初から大幅な変更があった場合は変更点と変更理由についても記入すること。 

間接経費の使用実績※についても可能な限り記入すること、記入出来ない場合はその理由を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※間接経費の使用については「放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）研究計画書

作成要領」において、「放射線防護に係る研究開発環境の改善に使用されることが望ましい。」とし

ている。      
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 

（委員による評価）【年次評価用】 
（〇〇年度）                           評価委員名            
 整理番号： 

研究課題名  

研究期間  年間研究費  継続  最終年度 

評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の

実施が研究計画に沿っ

て行われているか 
 

1. 実施体制（人員の配分、参画機関の役割分担、

責任体制） 
2. 研究期間・方法 
3. 予算の執行 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

1. 評価時点までの目標達成度 
 
2. 評価時点までの研究成果（論文（投稿中のものを

含む）、特許（申請中のものを含む）、学会発表等） 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

今年度の進捗や達成度

を踏まえて、次年度の

研究計画は適切か 

次年度以降の事業の研究計画の妥当性を以下の点

に関して評価する。 
1. 研究期間全体のロードマップについて 
2. 次年度の実施計画（目標、方法、実施体制等） 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

総合評価 

上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合的に

評価。 
A: 一層の推進を期待 
B: 現状通り実施 
C: 計画を修正して実施 
D: 中止すべき 

（コメント欄） 
 
 
 

 

（注）・評価基準欄は、別表1に従ってAからDのうちいずれかを〇で囲む。 

   ・コメント欄は、評価項目毎に課題の優れている点、問題点等について具体的に記入する。特に総合

評価が「C」評価の場合は、見直すべき部分を記入する。  

別紙２ 
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 
（委員による評価）【中間評価用】 

（〇〇年度）                           評価委員名          
整理番号： 

研究課題名  

研究期間  研究費総額（中間評価時点）  

評価の視点 評価項目 評価基準 

評価時点までの研究の

実施が研究計画に沿っ

て行われているか 
 

1. 実施体制（人員の配分、参画機関の役割分担、

責任体制） 
2. 研究期間・方法 
3. 予算の執行 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

1. 評価時点までの目標達成度 
 
2. 評価時点までの研究成果（論文（投稿中のものを

含む）、特許（申請中のものを含む）、学会発表等） 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

今年度の進捗や達成度

を踏まえて、次年度の

研究計画は適切か 

次年度以降の事業の研究計画の妥当性を以下の点

に関して評価する。 
1. 研究期間全体のロードマップについて 
2. 次年度の実施計画（目標、方法、実施体制等） 

A: 妥当 
B: 概ね妥当 
C: 見直しが必要 
D: 妥当でない 

過去３年の進捗を踏ま

えて、研究の目標が達

成できる見込みか 

1. 研究期間内における目標の達成可能性 A: 達成可能 
B: 概ね達成可能 
C: 達成困難 
D: 達成不可能 

総合評価 

上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合的に

評価。 
A: 一層の推進を期待 
B: 現状通り実施 
C: 計画を修正して実施 
D: 中止すべき 

（コメント欄） 

（注）・評価基準欄は、別表1に従ってAからDのうちいずれかを〇で囲む。 

   ・コメント欄は、評価項目毎に課題の優れている点、問題点等について具体的に記入する。特に総合

評価が「C」評価の場合は、見直すべき部分を記入する。  

別紙３ 
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放射線安全規制研究戦略的推進事業評価票 
（委員による評価）【事後評価用】 

（〇〇年度）                           評価委員名           
整理番号： 

 研究課題名  

研究期間  研究費総額  

評価時点までの研究の

実施が研究計画に沿っ

て行われているか 

1. 研究目標の達成度 
 

A: 目標を上回った 
B: 目標通り 
C: 目標の一部は達成 
D: 目標の達成は不十分 

研究成果の活用性及び

有用性 
1. 本事業における研究成果（論文（投稿中のも

のを含む）、特許（申請中のものを含む）、学

会発表等） 
 

A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

2. 放射線規制及び放射線防護分野への貢献度 A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

研究成果の費用対効果 1. 研究コスト及び費用対効果  A: 高い 
B: やや高い 
C: やや低い 
D: 低い 

総合評価 

上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合

的に評価。 
A: 非常に有用な成果が得ら

れた 
B: 有用な成果が得られた 
C: 限定的ではあるが、有用

な成果が得られた 
D: 有用な成果が得られな

かった 

（コメント欄） 
 

（注）・評価基準欄は、別表2に従ってAからDのうちいずれかを〇で囲む。 

   ・コメント欄は、評価項目毎に課題の優れている点、問題点等について具体的に記入する。 
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参考資料６ 

採択課題の概要について（令和元年度に終了するもの） 

 

 

１． 

＜事業名＞ 

原子力事故時における近隣住民の確実な初期内部被ばく線量の把握に向けた包括的個人

内部被ばくモニタリングの確立 

 

＜機関名＞ 

量子科学技術研究開発機構  

  

 

＜事業のポイント＞ 

 放射性物質の環境中への大量放出を伴う原発事故に際し、事故発生から 1ヶ月以内に

10,000 人を対象とした甲状腺中の放射性ヨウ素等の実測を可能とする個人モニタリン

グの手法・手順・体制の提案を行う。 

 提案する個人モニタリングは、①NaI サーベイメータを用いた迅速検査、②既存及び新

規に開発するモニタを用いた標準検査、③ホールボディカウンタを用いた追加検査から

構成される。各手法を組み合わせることにより、多数の近隣住民に対する正確かつ確実

な内部被ばく線量評価を可能とする。 

 

 小児を対象とした計測や上昇した放射線環境下での計測などの技術的課題に対処した新

しいモニタの開発を行うとともに、原発事故直後に存在する短寿命核種を想定した波高

分布の解析に最適化したソフトウエアを開発する。 

   

 提案する個人モニタリングを現場で運用するためのマニュアル類を整備し、研修会を通

して実務者を育成する。また、本研究の成果を国際社会にも発信する。 

 

＜事業代表者名＞ 

栗原 治（量子科学技術研究開発機構高度被ばく医療センター 計測・線量評価部長） 

 

＜事業期間＞ 

３年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年度第 25回原子力規制委員会 資料 4、平成 30年
度第1回原子力規制委員会 資料4及び平成31年度第1回
原子力規制委員会 資料 5より一部抜粋（一部改変） 
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２． 

＜事業名＞ 

事故等緊急時における内部被ばく線量迅速評価法の開発に関する研究 

 

＜機関名＞ 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

 

＜事業のポイント＞ 

 各避難所、指揮所等に設置できる可搬型のγ線エネルギー分析型甲状腺モニタを開発

し、原子力事故時等の高線量率下でも、大多数の公衆及び作業者の甲状腺等価線量を迅

速かつ精度よく測定できる基盤を整備する。 

 

 γ線のエネルギー弁別性能等に着目して最適な検出器を選定するとともに、高線量率下

での測定に必要な周辺遮蔽体を設計する。これらを組み合わせて試作した甲状腺モニタ

について、γ線標準校正場を用いた実験に基づき、高線量率下での測定性能を精度良く

評価する。 

 

 甲状腺モニタ用検出器の感度校正に必要な年齢別頸部ファントムを製作する。甲状腺周

辺の解剖学的知見を反映させるために、ボクセルファントムを用いた計算に基づいて校

正結果を補正することで、乳幼児を含む多様な公衆に対しても精度良く甲状腺中の放射

性ヨウ素を定量できる手法を開発する。 

 

＜事業代表者名＞ 

谷村 嘉彦（日本原子力研究開発機構 研究副主幹） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

採択条件：提案された課題のうち 

(a)測定器（検出器・遮蔽体）の開発 

(b)放射性ヨウ素定量法の開発 

(d)甲状腺モニタシステムの標準化のうち測定に関する部分のみ 

を採用する。 
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３． 

＜事業名＞ 

環境モニタリング線量計の現地校正に関する研究 

 

＜機関名＞ 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所  

 

＜事業のポイント＞ 

「環境モニタリング線量計の現地校正に関する研究」 
  

※ 平成 29年度の研究はフィージビリティスタディという位置づけであり、そこで得られ

た知見及び研究評価委員会のコメントを踏まえて必要性及び目的を明確化するととも

に体制を拡充した。 

 

 環境モニタリング線量計によって測定された値が信頼されるためには、測定のトレーサ

ビリティが確保されること、すなわち、校正の連鎖によって国家標準に対してトレーサ

ブルであるとともに校正時の不確かさが評価されていることが求められる。環境モニタ

リング線量計を校正するためには既設の現地設置の線量計が対象であることから、現地

で校正することが必須となる。そこで、現地校正の手法の確立、並びに校正の不確かさ

の評価を行うことを目的とする。 

 

 H29 年度に開発したコリメート照射による校正手法について、研究協力機関と連携して、

電離箱、NaI(Tl)シンチレータ線量計について妥当性の確認、不確かさの評価を行う。ま

た従来手法である、線量率が付与された線源を用いた非コリメート照射での校正につい

て、周辺からの散乱線の影響を考慮した校正条件の最適化を行う。 

   

 モニタリング線量計を遮蔽板で覆うことにより、周囲からの線量率を低減し、低バック

グラウンド環境下で、精度よく校正を行う手法を確立する。本校正手法では、上方から

下方に向けた照射を行うことから、後方散乱の寄与についても影響を評価する。 

 

＜事業代表者名＞ 

黒澤 忠弘 （国立研究開発法人産業技術総合研究所分析計測標準研究部門  

放射線標準研究グループ 研究グループ長） 

 

＜研究協力機関＞ 

JAEA、日本分析センター ※平成30年度から追加 

 

＜事業期間＞ 

２年 
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４． 

＜事業名＞ 

放射線業務従事者に対する健康診断のあり方に関する検討 

 

＜機関名＞ 

公益財団法人 原子力安全研究協会 

 

 

＜事業のポイント＞ 

 以下の調査・検討を踏まえ、計画被ばく状況および緊急時被ばく状況のそれぞれにおけ

る放射線業務従事者に対する健康診断の医学的意義、有効性を科学的に検討する。 

 原子力発電所、放射線事業所、医療機関の勤務者等の健康診断受診者および、事業所内

産業医、事業場の放射線取扱主任者等の健康診断実施者双方を対象として、健康診断の

ニーズと有効性、健康診断に対する意識、問題点等のアンケート調査を行う。実施者に

対するアンケートでは、現行法令における医師の判断による省略の有無や内規等に着目

する。得られた結果を科学的に解析して問題点を抽出・整理する。 

 上記アンケートの解析結果に基づき論点を整理し、労使双方の意見をインタビュー方式

で収集する。 

 健康診断に関する国際機関の勧告や提言、国内における制度取り入れに係る放射線審議

会での検討状況等を再整理する。 

 海外における健康診断の適用状況について概要の調査を行う。 

 

＜事業代表者名＞ 

山本 尚幸 （公益財団法人原子力安全研究協会放射線災害医療研究所 所長） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

＜事業期間＞ 

２年 

 

採択条件： 2年間の事業として採択する。アンケート調査及びインタビュー調査等についてはPOと十分な 

連携をとって実施すること。また、2年目については1年目の成果とともに放射線審議会における 

検討を踏まえて、POと協議の上計画を立てること 
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５． 

＜事業名＞ 

染色体線量評価手法の標準化に向けた画像解析技術に関する調査研究 

 

＜機関名＞ 

国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 

 

 

＜事業のポイント＞ 

 染色体異常を指標とする被ばく線量評価において、染色体異常判定の標準化および自動

化を実現する可能性のある画像解析技術の調査および評価を行い、効果的かつ実現可能

な画像解析手法の開発案を提示する。 

 

 染色体線量評価への画像解析技術の導入について、現時点での世界的な動向と今後期待

される技術について調査を行う。この調査に基づき、染色体技術、染色体線量評価技術、

人工知能、画像解析技術等の専門家による検討委員会を開催し分析を行い、開発すべき

染色体異常判定技術について検討を行う。 

 

 検討結果から、人工知能技術による画像判定プログラムを試作する。試作には事業代表

者機関に蓄積された多量の染色体画像およびその判定結果を用いる。試作プログラムに

おける染色体および染色体異常の認識精度などを評価し、精度向上のための現実的方策

についてさらに検討委員会等において分析を行う。 

 

＜事業代表者名＞ 

數藤 由美子 （国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構高度被ばく医療センター 

計測・線量評価部 生物線量評価グループリーダー） 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

 

＜事業期間＞ 

２年 
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６． 

＜事業名＞ 

円滑な規制運用のための水晶体の放射線防護に係るガイドラインの作成 

 

＜機関名＞ 

学校法人藤田学園 藤田医科大学 

 

＜事業のポイント＞ 

 放射線審議会の意見具申を踏まえ、今後、水晶体の等価線量限度が関連規制に取り入れら

れた際に、事業者等が円滑に規制を運用するとともに、自らが被ばく低減策に取り組むこ

とができるように、水晶体の放射線防護に係るガイドラインを作成する。 

 

 既存のガイドライン等を参考に、具体的な事例を示し、水晶体の等価線量モニタリングの

方法や考え方等について解説する。 

 

 医療分野では、放射線診療を専門としてこなかった診療科のスタッフにも容易に理解でき

るように親しみやすい図を多用し、放射線診療従事者が放射線を安全に利用するための診

療科共通のガイドラインを作成する。 

 

 関連学会との連携を図るとともに、シンポジウム等の開催を通じて、ガイドラインの具体

的内容に関して広く関係者からの意見を募る。 

 

 水晶体の放射線防護関連規制の遵守や防護の最適化に資することができるだけでなく、作

成したガイドラインを放射線防護教育に活用することにより、従事者が放射線防護全般に

目を向け、放射線安全文化を根付かせることにも資することができる。 

 

＜事業代表者名＞ 

横山 須美（藤田医科大学共同利用研究設備サポートセンター 准教授） 

 

＜共同実施者＞ 

大野 和子（京都医療科学大学 医療科学部 放射線技術学科 教授） 

 

＜事業期間＞ 

1年 
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